
１．はじめに
日本列島では複数のプレート運動により地殻に

大きなひずみが複雑に蓄積されるため地震が頻繁

に発生している。地震調査研究推進本部では，プ
レートの沈み込み地帯と，内陸の活断層の調査を
行なって，わが国で発生する地震の生起確率を発
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表している。この発表によれば，今後発生する確
率が高く被害が大きい地震の一つに東海・東南海・
南海地震がある。東海・東南海・南海地震は同時
に発生する可能性があるため，３つの地震が同時
に発生した場合，ライフラインにどのような被害
を及ぼすかを予測し，その対策を立てておくこと
が，重要な課題となっている。
兵庫県南部地震では被害エリアが阪神に集中し

ていたため，全国から派遣された復旧部隊は阪神
地域の被害を集中的に復旧することが出来た。し
かし，東海・東南海・南海地震などのプレート型
地震では，被害を受けるエリアは多都府県に及
び，その被害も甚大である。これまでの被害が集
中しているような地震被害では，被害を受けた事
業体が他の事業体に支援を要請し，支援活動を
行ってきた。しかし，被害規模が広域で甚大であ
る場合には，支援側の供給量が不足する事態に陥
ると考えられる。このため，限られた復旧部隊
を，どこの事業体に派遣すれば，効率的に復旧が
行えるかという問題が生じる。さらに，被害が広
域であることを考慮すれば，支援先の復旧が終
わった後，次の支援先も決めておく必要がある。
したがって，復旧班の支援先を一つだけ決めるの
ではなく，全体的な復旧スケジュールを策定する
必要がある。これは復旧スケジュールの策定に関
する課題であるが，前もって復旧スケジュールが
策定されておれば，初動を迅速にできるため，早
期の復旧につながると考えられる。たとえ，推定
された被災データと実データ間に差が生じても，
新しい被災データを入手する度に，計画を修正す
ることは可能である。
本研究では，地震災害による広域的な被害に備

え，東海・東南海・南海連動型地震を例に，重要
なライフラインである水道管復旧計画の策定を支
援するシステムを構築することを目的とする。
遺伝的アルゴリズム（以下，GA）を復旧スケ

ジュールの最適化に適用した既存研究として，佐
藤・一井１）はネットワーク網の復旧率に注目して，
GAで復旧過程を最適化した。杉本・田村ら２）は復
旧班の協力を考慮して，ネットワーク網の復旧ス
ケジュールの最適化を行った。古田・中津ら３）は，

復旧率に補修費用と安全性を考慮して，多目的な
復旧スケジュールを最適化した。これらの研究
は，想定した復旧班で一つのネットワーク網を効
率的に復旧する支援システムを構築したものであ
る。本研究では，ネットワーク網の復旧最適化で
はなく，広域被害の復旧と全国の支援復旧班のス
ケジュールの最適化を行う。そのため，既往研究
における上位計画を策定することとなる。
また，大規模災害による広域支援に関する既往

研究として，船木・河田ら４）は，既存の復旧支援
体制に関して，費用負担と支援調整の問題を指摘
している。支援調整の問題とは，支援者・被支援
者間の要請と調整が窓口ごとにバラバラで，全体
統制がとれていないことである。そのため，一元
的な支援体制の確立が必要であるとしている。本
支援システムにおいても，全国の復旧班の復旧ス
ケジュールを実行するためには，円滑な協力体制
と一元的な支援体制が必要不可欠である。
本論文ではまず，地震被害による水道管の復旧

に関して述べる。次に，復旧スケジュールを立案
するための水道管復旧支援システムを構築する。
復旧スケジュールを大規模な組み合わせ問題とし
て捉え，GAで最適化する。GAは組み合わせ問題
を解くのに有用であり，膨大な組み合わせ問題で
も準最適解を短時間で導き出す事ができる。GA
で解くための復旧スケジュールのコーディング方
法と適応度の算出方法，移動距離による付加条件
について述べる。本システムのケーススタディと
して，東海・東南海・南海連動型地震における復
旧スケジュール評価モデルを設定する。そのた
め，東海・東南海・南海連動型地震による水道管
の被害推定と全国の復旧班の構成，復旧能率を設
定する。設定した復旧モデルを本支援システムに
適用して，復旧日数を最小化できるような復旧ス
ケジュールを立案して有効性を検証する。

２．地震被害による水道管の復旧状況
２．１ 水道施設について

水道施設とは，水道法において，水道のための取
水施設，貯水施設，導水施設，浄水施設，送水施
設及び配水施設の総称である。兵庫県南部地震で
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は，水道施設の中で最も被害が大きかったのは導
水・送水・配水の各管路システムであった５）。本
研究では，これらの中でも被害箇所数の多かった
配水管を対象にして，支援システムの構築を行っ
た。

２．２ 兵庫県南部地震によるライフラインの被
害と復旧状況

１９９５年１月１７日午前５時４６分に阪神・淡路地域
でマグニチュード７．２の都市直下地震が発生した。
死者６，４００人，倒壊家屋１１万戸以上という戦後最
大の地震災害となった。この地震は阪神・淡路地
域を中心に甚大な被害を及ぼし，日常生活に不可
欠な電気・水道・ガスといった各種ライフライン
に壊滅的な被害を与えた。兵庫県南部地震時のラ
イフラインの詳しい被害状況をみてみると，電気
は２６０万戸が停電し，ガスは８４万５千戸が供給停
止となり，水道は１３０万戸が断水し，下水道は１８
処理場の４７ポンプが被災した５）。

表１は兵庫県南部地震によるライフラインの復
旧日数を示したものである６）。この表から電気は
比較的早くに復旧を終えているのに対し，上水道
と都市ガスは復旧に多くの時間がかかっている事
がわかる。

２．３ 兵庫県南部地震による水道管の被害と復
旧状況

兵庫県南部地震では，地震発生直後には兵庫県
下で阪神・播磨地域の９市，淡路地域の１市７町
で１２６万５７３０戸が断水し，大阪府下では２２市２町
で２万３７３８戸が断水した。兵庫県下の被害市町の
うち１市２町の断水被害は比較的軽微であった
が，それ以外の阪神地域等で９市，淡路地域５町
で断水が続いた５）。

配水管への被害は，兵庫県内には４，１４２件，大
阪府下には４８８件で，計４，６３０件であった。特に被
害が大きかった神戸市，西宮市，芦屋市，宝塚市
の通水率の推移を図１に示す。

２．４ 復旧作業の問題
兵庫県南部地震時の地震発生から復旧工事にい

たるまでの大まかな流れは下記のとおりである。
Step１ 被害状況の確認や復旧工事についての協

議や調整
Step２ 復旧工事についての資材情報などの資料

作り
Step３ 被災市町に配布
Step４ 他都市からの派遣部隊の調整
Step５ 復旧戦略の調整など
復旧の初期段階では，地震直後の混乱などによ

り体系的な復旧が実施できなかった。大きな原因
として以下の３つが挙げられる。
・地震に対する知識不足
・地震を想定した防災訓練不足
・地震後の復旧対策不足
事前に緊急時の復旧戦略を立てていれば，より

スムーズに復旧工事が行われていたと考えられる。

３．GAを用いた水道管復旧支援システム
３．１ システム概要
本研究では，地震災害による広域的な被害に備

え，復旧日数を出来るだけ早くできるような水道
管の復旧スケジュールの策定を支援するシステム

３６９

表１ 兵庫県南部地震のライフライン復旧日数

復旧日数ライフライン
９０日

（仮復旧 ４２日）上水道

８４日都市ガス
６日電気

図１ ４都市の通水率の推移
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の構築を行った。図２は，本支援システムのフ
ローである。
まず入力データとして，①地震災害による被災

地とその水道管の被害，②全国の復旧班とその復
旧人員，③支援にかかる被災地までの距離を設定
する。これらの入力データから，④復旧スケ
ジュールのコーディングを行い，⑤目的関数を復
旧日数としてGAを用いて最適化を行う。その結
果，⑥復旧スケジュールの計画が探索される。計
画は，⑦復旧日数と⑧総移動距離の評価値をもつ。

３．２ 復旧スケジュールのコーディング
GAは，生物の進化の過程をコンピュータ上で

シミュレートすることで，確率的に近似解の探索
を行う最適化アルゴリズムの１つである。問題の
設計変数を遺伝子に置き換えて１つの個体に見立
て，複数の個体を生成し，淘汰，交叉，突然変異
といった遺伝的操作により準最適解を求める。
GAで最も重要なことは，設計変数をGAで遺伝
子型として表現することである。図３は復旧スケ
ジュールと遺伝子の関係を示したものである。復
旧スケジュールは，復旧班（M班）と被災地（N
エリア）によって二次元的に作成される。このと
き，復旧班iは被災地Ai１，Ai２，Ai３･･･AiNのルート

をたどる。ただし，ルート過程で既に復旧が完了
している被災地は省いて行動する。
復旧スケジュールをコーディングすると，総数
M×N個の値をもつ遺伝子として表現される。こ
のとき，１～N の整数を被災地番号として割り当
てておく。Ai１～AiNには１～Nの整数が重なるこ
となく割り当てられる。

３．３ 適応度の算出
復旧スケジュールの適応度は，復旧スケジュー

ルをシミュレートして得られる，各被災地jの復
旧が全て完了する日数Djの最大値DTotalで表され，
これをGAで最小化する。したがって，目的関数
は，マックス・ミニ問題として次式で表される。

DTotal＝ max
（j＝１，…，N）

Dj → min （１）

被災地jの復旧日数Djは，被害量Rjが０になる
まで要する日数である。d日目の被害量Rjdは，被
災地jにいる復旧班の全復旧人員Wjから，次式で
表される。

１
Rjd＝Rjd－１－―Wj （２）

α

ここで，αは復旧能率の係数とする。

３．４ 付加条件
復旧日数の算出方法は上述のとおりであるが，

実際には，復旧班は移動に多くの時間が必要とな

３７０

図２ 支援システムのフロー

図３ 復旧スケジュールと遺伝子の関係
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る。本来は復旧班の移動時間を目的関数である復
旧日数に反映させて復旧日数を算出することが理
想であるが，災害後の交通状況を推定することが
難しいため，本研究では復旧スケジュールの総移
動距離を算出して，目的関数の付加条件とした。
復旧班iがd日目に移動した距離Tidとすれば，総
移動距離TTotalは，次式で表される。

N DTotal

TTotal＝ΣΣTid （３）
i＝１ d＝１

最終的に最適解候補が複数得られた場合には，
総移動距離TTotalをそれぞれ算出し比較して，総
移動距離TTotalの小さい計画を最適解とした。移
動距離は，被災地までの直線距離で算出する。

４．東海・東南海・南海連動型地震における
復旧スケジュール評価モデルの設定

４．１ 東海・東南海・南海連動型地震による水道
管の被害推定

東海・東南海・南海地震とは西日本の太平洋沿
岸域を震源とし発生するマグニチュード８以上の
地震である。東海沖から四国沖にかけた南海トラ
フには１００～１５０年ごとに巨大地震が起こっている
事は古くからの文献に記されている。
この巨大地震は，東南海地震と南海地震という

ように短期間に２つの地震がほぼ同時に起こるこ
ともあった。３２時間の間隔をおいて発生した１８５４
年の安政東海地震・安政南海地震，約２年間の間
隔をおいて発生した１９４４年の昭和東南海地震，
１９４６年の昭和南海地震がある。なお１７０７年の宝永
地震では，中部，近畿，四国，九州の広い地域に
またがり，地震の規模がそれぞれM８．４と推定さ
れる東海・東南海・南海の巨大地震が同時に発生
したと推定されている。この時の地震による建物
の倒壊と津波による被害は甚大なものであった。
３つの地震が同時に発生した場合，伊豆半島か

ら足摺岬までかなり広い範囲の日本列島沿岸が地
震断層の真上に位置し，地震断層の長さは，大体
６００キロから７００キロの長さとなり，日本列島の南
海岸線沿いに大きな地震動が発生することにな

る。２００４年１２月２６日に発生したスマトラ島沖地震
では１，０００キロぐらいにわたり地震断層が破壊し
たが，これに匹敵する程の大きさの地震が発生す
る可能性がある７）。また，３つの地震が同時に発
生した場合，ライフラインの復旧には多くの時間
が必要であり，上水道に１７ヶ月，都市ガスに
７ヶ月，電気に１ヶ月の復旧期間が必要になると
推定される８）。

本研究では，東海・東南海・南海連動型地震を
ケーススタディとして，本支援システムに適用す
る。本研究で対象とする配水管の復旧スケジュー
ルを策定するにあたり，東海・東南海・南海連動
型地震が発生した場合の配水管の被害予想データ
を整理した注１）。なお，データは最新のものであ
り文献７）のデータが一部修正されている。東海・
東南海・南海連動型地震による配水管の被害予測
データは，市町村単位で算出されているため，そ
れらを都府県単位でまとめたものを表２に示す。
この表から，東海・東南海・南海連動型地震に

よる配水管の総被害件数は７６，００７件となる。兵庫
県南部地震による総被害件数は４，６３０件であった
ので，被害件数で比較すると約１６倍の被害規模と
なる。被害件数は，静岡県の３５，８９２件が最も多
く，次に多いのが愛知県の１２，６９４件である。

３７１

注１）データは参考文献５）のデータを保有する株式会社
アーステック東洋より提供された

表２ 東海・東南海・南海連動型地震による配
水管の被害件数

被害件数被害件数
１，１１８大阪府４９埼玉県
７８７兵庫県１１千葉県
２７０奈良県４２東京都

３，８７３和歌山県２７２神奈川県
１２鳥取県３４福井県
８島根県１，２５２山梨県

１，２０７岡山県２７８長野県
３１４広島県７０８岐阜県
４３山口県３５，８９２静岡県

２，６６３徳島県１２，６９４愛知県
３８１香川県６，０９４三重県
７７２愛媛県６８５滋賀県

６，２５８高知県２９３京都府
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４．２ 復旧班の構成
復旧班は，作業員となりうる水道局と管工事業

者の総数のうち，復旧作業に従事できる者だけで
構成されるものとする。兵庫県南部地震の復旧に
おいて，自県の復旧作業に携わる場合の総作業員
に対する復旧人員の割合と他県に派遣した復旧支
援の人数の割合は，大きく異なっていた。した
がって，それぞれの総作業員に対する復旧人員の
割合も算出する。
①水道局の技術職員の算出
水道局員は，事務職員と技術職員に分けられる。

作業に携わるのは技術職員として，復旧班には各
都道府県の技術職員のみが加わる事とする。都道
府県ごとの技術職員数は日本水道協会発行「水道統
計 ～施設・業務編～」のデータを用いた９）。
②管工事業者の従業員の算出
管工事業者の人数の算定には，全国の管工事業

者およびその技術職員の人数が必要になる。全国
管工事業者名簿１０）には，全国の管工事業者が記載
されているが技術職員数は記載されていない。そ
こで，北海道，神奈川県，奈良県の管工事業者
１，１９４社の技術職員数を財団法人建設業情報管理セ
ンターのWebページ１１）で調べ，平均技術職員数を
算出した。表３は，北海道・神奈川県・奈良県の管
工事業者数と各道県の従業員の合計，管工事業者
１社あたりの平均従業員数を表したものである。

この表から１社あたりの平均技術職員数を７人
とし，全国４７都道府県の従業員数を管工事業者数
から割り出した。水道局技術職員と合わせて各都
道府県の総作業員を算出した結果を表４に示す。
次に，総作業員のうち，実際に復旧に携わるこ

とのできる人数を推定する。復旧班は４７都道府県
に１班ずつあると想定した。復旧班は，自県を復
旧する場合と他県を復旧支援する場合で人数の割
合を変更する。

（１）自県を復旧する復旧班の構成
被災した都府県の復旧班は，自県の復旧を優先

し，自県の復旧が完了してから，他県へ支援復旧
することとする。配水管の被害は２６都府県に及ぶ
ため，自県を復旧する必要のある復旧班は２６班あ
ることとなる。
表５は，兵庫県南部地震の復旧活動において，

兵庫県内の作業員のうち県内の配水管の復旧作業
に携わった人数とその割合を算出したものである
である。総作業員６，７２１人のうち１，４５７人が自県の
復旧に携わっており，約２２％の作業員が自県の復
旧人員として復旧作業に携わったことが分かる。
したがって，本研究においても，被災した自県の
配水管の復旧には総作業員の２２％を復旧作業に充
てられるものとした。

（２）他県への復旧班の構成
被災していない，もしくは，復旧の完了した都

道府県の復旧班は，他県に支援活動を行う。他県
へ派遣される復旧人員数は，移動コストや人員

３７２

表３ 管工事業者１社あたりの平均技術職員数

神奈川奈良北海道
４８８１８６５１０管工事業者数

３，５３８６５９４，５８７技術職員数の合計
７平均技術職員数

表４ 都道府県別総作業員

人数人数人数
６，０７３北海道１０，３８１大阪９，９９１埼玉
２，３５１青森６，７２１兵庫８，８４９千葉
３，８４１岩手２，０７１奈良１７，５１９東京
３，４７８宮城３，３７３和歌山１０，５９１神奈川
２，２８３秋田４２６鳥取２，０１８福井
３，０６９山形３７５島根６１６山梨
３，３３１福島１，８４８岡山２，９９９長野
５，５７８栃木４，３８０広島４，６６８岐阜
７６９群馬１，０５０山口４，１９２静岡

５，２９０新潟６１８徳島９，３１１愛知
３，３６０富山７４３香川２，２３７三重
２，７８２石川２，６３０愛媛１，７３２滋賀
５，８６２福岡６０９高知３，６４８京都
１，７４０佐賀２，５９８大分４，６７９茨城
１，６２１長崎１，３８９熊本１，３６９鹿児島

２，０７２宮崎１，２８３沖縄

表５ 兵庫県南部地震における総作業員と復旧
人員の割合

割合復旧人員総作業員
２２％１，４５７６，７２１兵庫県
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数，物理的な災害地へのアクセス可能性といった
要因の影響を受けるものと考えられる。ケースス
タディにおいては，派遣コストの代理変数として
派遣先までの距離に着目し，派遣人員の割合を設
定することとした。図４は，兵庫県南部地震にお
いて，復旧に駆けつけた各県の県庁所在地から最
大の被災地となった兵庫県神戸市までの距離と派
遣割合をプロットしたものである。距離は県庁所
在地間の直線距離である。これらのデータから，
式４のような近似曲線を導いた。

y＝２×１０－８x２－２×１０－５x＋０．０１１７ （４）

ここで，xは距離（km）で，yが派遣割合である。
式４を用いて，東海・東南海・南海連動型地震に
おける他県への派遣人員を算出する。
本研究では，最も被害件数が多く，自県のみの

人員で復旧するには多くの時間がかかると推定さ
れる静岡県を被害の中心地に設定した。表６は，
各都道府県の県庁所在地から静岡県静岡市までの
直線距離と自県および他県への復旧人員を表して
いる。自県を復旧する場合の復旧人員は，総作業
員の２２％で算出し，他県を復旧する場合の復旧人
員は，距離と式４を用いて派遣割合を求め，総作
業員を掛けて算出した。

４．３ 配水管被害の復旧能率
配水管被害の復旧能率は，式２のαで表した係

数であり，復旧スケジュールの計算過程で必要と

３７３

図４ 神戸市までの距離と派遣割合

復旧班の人員距離（km）
他県自県

６４－９３６北海道
１７－６８３青森
２６－５８１岩手
２４－４２９宮城
１５－５５０秋田
２１－４０５山形
２４－３６２福島
４６－２２２栃木
７－１６９群馬
３８－３３４新潟
２８－２１８富山
２３－２３６石川
４７－７５２福岡
１４－７７１佐賀
１４－８２５長崎
１１－７５０熊本
１６－７３０宮崎
１２－８１９鹿児島
３０－１，４１３沖縄
３７－２４５茨城
１９－６５３大分
９１１，９９８１５０埼玉
７８１，７７０１７１千葉
１６１３，５０４１４８東京
１０１２，１１８１２５神奈川
１６４０４２３０福井
６１２３７８山梨
２６６００１８８長野
４２９３４１５７岐阜
４９８３８０静岡
８７１，８６２１３７愛知
２０４４７１７４三重
１３３４６２３０滋賀県
３０７３０２３９京都府
８４２，０７６２６７大阪府
５２１，３４４２９４兵庫県
１７４１４２３８奈良
２５６７５３０６和歌山
３８５３８３鳥取
３７５４８７島根
１３３７０４１１岡山
３０８７６５４７広島
７２１０６４１山口
４１２４３６８徳島
５１４９４０５香川
１８５２６５３４愛媛
４１２２４７５高知

表６ 静岡市までの距離と復旧班の人員
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なる。震災後の復旧活動では，被害情報の確認や
現場移動など，実作業以外にも多くの時間を要す
る。そこで，過去の地震による配水管の被害件数
を調べ，被害件数に対してどれだけの累積人数が
復旧に携わったか調べた１２-２１）。その結果を表７に
示す。この表から，配水管の被害件数の合計
４，９１７件で，復旧作業に携わった累積復旧人員の
合計１０９，３０７人を割ったところ，１件の配水管被
害を修復するのに約２２（人日/件）必要である事
が分かる。図５は，過去の地震の被害件数と累積
復旧人数の相関図である。被害件数と累積復旧人
員は，おおむね比例関係にあることが分かる。

５．提案する復旧スケジュールと考察
５．１ GAの遺伝的操作とパラメータの設定
GAに用いた遺伝的操作を表８に示す。復旧班

は同じ被災地に二度訪れる事がないので，交叉は
遺伝子内に同じ番号の遺伝子が存在しないように
順序交叉を用いた。選択・淘汰方法は，個体の適
応度を選択比率に置き換えたルーレット方式と最
も適応度の高い個体を残すエリート選択を併用し
た。
GAのパラメータは，収束判定に用いる世代数，

解候補である個体数，交叉率，突然変異率の４つ
である。各パラメータ値を表９に示す。

５．２ 適用結果
上述した東海・東南海・南海連動型地震の復旧

モデルに，本支援システムを適用し，復旧計画の
立案を試みる。GAは確率的に準最適解を求める

３７４

表７ 地震による配水管被害と累積復旧人員

累積復旧人員被害件数市町村名
５５，８５９１，７５７神戸市

兵
庫
県
南
部
地
震

５，５８５１３０尼崎市
２１，２９８１，０１９西宮市
１０，６４１４０８芦屋市
２，３５６５８伊丹市
１，８７６２５４宝塚市
８６０３２川西市

４，８１８８５明石市
５９３５三木市
４０９淡路町
５００２１４北淡町
３０１３東浦町
１６３６４津名町
４８３６４一宮町
９１１２７７大阪市
５８１７池田市

１，５２８８０豊中市
２１３２２吹田市
１０９２０高槻市
１９２１９堺 市
８６２３０釧路沖地震
８６６３１０新潟県中越地震

１０９，３０７４，９１７合計

図５ 被害件数と累積復旧人数の相関図

表８ GAに用いた遺伝的操作

順序交叉交叉
ルーレット方式
エリート選択選択・淘汰

表９ GAのパラメータ

５００世代数
１００個体数
０．６交叉率
０．０１突然変異率
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手法であるので，１０回の実行を試み，その中から
最も良い解を選択する。表１０は，１０回の実行結果
である。
全１０回の実行結果から，最も復旧日数の小さい

ものは，４回目の復旧日数３８５日，総移動距離
２６，２８２kmであった。図６に，４回目の実行結果の
復旧日数の最良値の推移を示す。横軸はGAの進化
計算過程を表す世代で，縦軸が復旧日数である。
復旧日数は初期世代の４３０日から始まり，世代

を追うごとに減少して，３５０世代付近で３８５日に収
束していることが分かる。また，他の試行結果に
ついても３００～４００世代で収束していた。
GAの有効性を確かめるために，モンテカルロ

シミュレーションで復旧計画を５万サンプル作成
した。その結果，最良値として，復旧日数４２６日，
総移動距離５０，６００kmの解を得た。この値は，図
６の初期世代の復旧日数とほとんど変わらない。
表１１は４回目の実行結果の復旧スケジュールで

３７５

表１１ 復旧スケジュール

開始日復旧地開始日復旧地開始日復旧地班
１静岡北海道

３７９静岡３高知１福井青森
３７９静岡１高知岩手

１静岡宮城
３７９静岡１２高知１大阪秋田

１静岡山形
１静岡福島
１静岡茨城
１静岡栃木

２静岡１埼玉群馬
４静岡１埼玉埼玉
４静岡１千葉千葉
１０静岡１東京東京
４静岡１神奈川神奈川
３７９静岡１高知新潟

１静岡富山
３静岡１福井石川
４０静岡１福井福井
２０４静岡１山梨山梨

３７９静岡１１高知１長野長野
３７９静岡１７高知１岐阜岐阜

１静岡静岡
１３８静岡１愛知愛知
２７４静岡１三重三重
４０静岡１滋賀滋賀
１０静岡１京都京都
３１静岡１大阪大阪
１３静岡１兵庫兵庫
１４徳島１奈良奈良
１１６静岡１和歌山和歌山

３７９徳島５３高知１鳥取鳥取
２０４静岡１島根島根
６７静岡１岡山岡山
９静岡１広島広島

３７９静岡１１高知１山口山口
１徳島徳島

２０４静岡１香川香川
３１静岡１愛媛愛媛
３７９静岡１高知高知

１静岡福岡
４０静岡１滋賀佐賀

３７９静岡１４高知１奈良長崎
１４静岡１奈良熊本
３７９静岡１高知大分

３７９静岡９高知１広島宮崎
３７９静岡１高知鹿児島

１静岡沖縄

表１０ 実行結果

総移動距離
（km）復旧日数実行回数

２８，０１３３８７１回目
２６，７３２３８６２回目
２４，６６１３８８３回目
２６，２８２３８５４回目
２１，１８９３８７５回目
２５，６８９３８７６回目
２９，００３３８９７回目
３４，９５０３８７８回目
２４，８０８３８６９回目
２２，６２７３８６１０回目

図６ 目的関数の最良値の推移
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ある。この表から，復旧班が何日目からどの県を
支援復旧するか分かる。例えば兵庫県の場合，ま
ず自県の復旧活動を行い，１２日に復旧が完了す
る。自県の復旧完了後，次の復旧地である静岡県
へ１３日に移動し，最終復旧日である３８５日まで，
３７３日間，静岡県を復旧することとなる。

５．３ 考察
復旧日数は３８５日であり，復旧に一年以上かか

ることが分かる。モンテカルロシミュレーション
による最良値４２６日に比べて，４０日近く短縮され
ており，本支援システムでGAが有効に機能して
いることが分かる。
復旧スケジュールをみると，復旧班の多くは，

２つの被災地を復旧して活動を終えている。３つ
の被災地を復旧した班は８班である。付加条件と
して復旧日数が同じ計画がある場合には，総移動
距離の小さいものを優先選択しているため，復旧
班の移動回数が少なくなったと考えられる。
復旧に最後までかかった被災地は被害件数の多

い静岡県と徳島県の２県である。一方，愛知県は
静岡県に次いで２番目に被害が大きいにも関わら
ず，１３７日目で復旧が完了している。愛知県が早
く復旧できた理由は，自県の復旧人員が他県に比
べて大人数であるためである。
本研究の復旧モデルでは，過去の復旧活動の

データから，自県に対する復旧人員の割合を２２％
とし，他県に対する復旧人員の割合を１％前後に
設定して計画を策定した。復旧班の人数を固定し
ているために，これ以上の復旧日数の短縮は難し
い。仮に，他県に対する復旧人員の割合を増やす
ことができれば，復旧日数を大きく短縮する事が
できる。他県に復旧人員を効率よく多くの復旧人
員を派遣するためには，派遣先との連携が重要で
あると考えられる。本研究で示された復旧計画の
立案支援は，支援先の情報を事前に揃えておくこ
と，及び，円滑な協力体制が構築されることによ
りはじめて可能となる。非常事態を予め想定し，
その場合の計画を考えておくことが，災害に対す
る被害の軽減となると考えられる。

６．おわりに
本研究では，地震災害による広域的な被害に備

え，水道管復旧計画の策定を支援するシステムを
構築し，東海・東南海・南海連動型地震を例に，
本支援システムを適用した。復旧計画の最適化に
はGAを用い，GAで解くための復旧スケジュー
ルのコーディング方法と適応度の算出方法，移動
距離による付加条件を設定した。本システムのモ
デルケースとして，東海・東南海・南海連動型地
震における水道管の推定被害と全国の復旧班の構
成，復旧能率について設定した。設定したモデル
ケースに対して本支援システムを適用し，復旧日
数を最小化できるような復旧スケジュールを立案
し，有効性を示した。
今回，東海・東南海・南海地震をモデルケース

としたが，他の地震においても被害予測データ等
のモデルケースを設定すれば，あらかじめ復旧ス
ケジュールを立案することができ，事前に災害対
策を立てる事が可能である。
今後の課題を列挙する。

・復旧作業の効率は，復旧時の道路の状況に左右
される。したがって，実行結果から得られた復
旧日数で必ずしも作業を完了できるとは限らな
い。そのため，復旧地までの道路の最短経路な
どを導き出す必要がある。

・配水管だけでなく，水道施設全体の復旧計画の
策定が望まれる。
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